
平成30年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 一次救急体制支援事業 係　　　　　名 健康づくり係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-24-3999

ソフト事業 1

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 一次救急体制支援事業 担
当
部
署

課　　等　　名 健康センター

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標３．健やかで笑顔あふれるまち 款 衛生費

政　策　名 政策09．健康で安心して暮らせる社会の構築 項

事　業　期　間 開始年度 昭和52年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 根拠法令なし 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 アウトソーシング導入済（業務委託） 集中プランとの関連 関連なし

保健衛生費

施　策　名 施策23．地域医療体制の充実 目 健康センター費

基本事業名 基本事業23－１．救急医療体制の充実 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 休日・夜間に軽症患者に対する医療サービスを求める人

手       段
（活動指標）

休日の診療を魚津市医師会に委託し、在宅当番医制を行う。
労災病院内に急患センターを開設し、夜間（19時～22時）の初期救急の対応を行う。

２
事
業
概
要

事 業 概 要
市民の生命と健康を保持するための初期救急医療体制として、在宅当番医制の実施及び急患センターの設置により、休
日・夜間の軽症患者に対する救急医療を確保する。

意       図
（成果指標）

初期救急体制を確保することで、休日・夜間においても軽症患者に対する医療サービスを受けることができる。

H31年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H28年度 H29年度 H30年度

751 88.4%

7.00 6.76 

2,200 2,101 95.5% 2,150 

800 

計画

活
動

急患センター利用者数（年間） 人 743 829 850 

成
果

初期救急医療利用者数／魚津市民 ％ 7.32 6.95 

休日在宅当番医利用者数（年間） 人 2,381 2,115 

96.6% 7.02 

救急医療体制に満足している市民の割合               51.3 48.7 52.0 47.8 91.9% 56.0 

8,457,403 13,240,236 15,072,281 12,907,181 -2.5% 14,005,000

H31年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H28年度 H29年度 H30年度

②県支出金 円

①国庫支出金 円

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

200 200 200 0.0% 200

⑤一般財源 円 8,457,403 13,240,236 15,072,281 12,907,181

4,012 円）(Ｂ) 円 1,203,600 802,400

-2.5% 14,005,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 1 1 1 1 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

1

②年間所要時間 時間 300

５
取
組
内
容

　平成30年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

魚津市医師会に委託した在宅当番医制により、休日（日中）の比較的軽症な患者の診療を行った。
富山労災病院内にある魚津市急患センターで、夜間（19時～22時）の初期救急対応を行った。
急患センター運営協議会（平成30年11月）を開催し、急患センターの実績、運営体制について検討を行った。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

802,400 802,400 0.0% 802,400

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 9,661,003 14,042,636 15,874,681

③人件費（②×＠

-2.4%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

13,709,581

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ｂ 事業の統合まではいかないが進め方に改善が必要

目標達成度 ３ 低い・未実施

類似事業の有無 ２ 検討の余地あり

上位施策への貢献度

14,807,400

６
評
　
　
価

評価の視点 H29評価 H30評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

急患センター及び在宅当番医制について、利用者数と費用を
踏まえて、新川医療圏を単位とした、一次救急体制について
継続的に検討を行う必要があるが、今年度は現状を維持す
る。

急患センター運営の方向性について。

１ 高い

Ｂ 事業自体の見直しでなく進め方の改善が必要

コスト効率 ３ 低い

２ 改善の余地あり

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ｂ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余地あり

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

要 評価者：総合計画作成部会

今
後
の
方
針



平成30年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 地域中核病院支援事業 係　　　　　名 健康づくり係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-24-3999

ソフト事業 2

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 地域中核病院支援事業 担
当
部
署

課　　等　　名 健康センター

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標３．健やかで笑顔あふれるまち 款 衛生費

政　策　名 政策09．健康で安心して暮らせる社会の構築 項

事　業　期　間 開始年度 平成18年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 根拠法令なし 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

保健衛生費

施　策　名 施策23．地域医療体制の充実 目 健康センター費

基本事業名 基本事業23－１．救急医療体制の充実 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 市民　富山労災病院

手       段
（活動指標）

高度医療機器（ＣＴ、ＭＲＩ、ＤＳＡ等）の設置・保守及び機器に対する財政支援。労災病院を支援する会の事務。

２
事
業
概
要

事 業 概 要
魚津市唯一の総合病院かつ地域がん診療連携拠点病院である富山労災病院へ、高度医療機器を設置し支援することで、地
域医療の充実を図る。
また「富山労災病院を支援する会」と連携し、病院の維持・発展のための支援活動をう。

意       図
（成果指標）

がん、脳血管疾患、心疾患等の早期発見、病変の確認を行い速やかな治療につなげる。

H31年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H28年度 H29年度 H30年度

119 66.1%

315.0 来年1月確定 

3,800 3,749 98.7% 3,800 

150 

計画

活
動

PET/CT検査受診者数（市助成分） 人 113 112 180 

成
果

がん死亡率（人口１０万対） ％ 318.0 367.3 

ＭＲＩ検査受診者数 人 ― 3,684 

脳血管疾患死亡率（人口１０万対） ％ 97.3 115.2 95.0 来年1月確定 

18,305,675 67,509,115 100,201,000 100,199,808 48.4% 100,240,000

H31年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H28年度 H29年度 H30年度

②県支出金 円

①国庫支出金 円

43,934,000 43,933,620 0.0% 43,934,000④その他（使用料、雑入等） 円 18,305,675 43,933,620

③地方債 円

400 400 400 0.0% 400

⑤一般財源 円 23,575,495 56,267,000 56,266,188

4,012 円）(Ｂ) 円 1,203,600 1,604,800

138.7% 56,306,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 2 2 2 2 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

2

②年間所要時間 時間 300

５
取
組
内
容

　平成30年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

富山労災病院の高度医療機器（ＣＴ、ＭＲＩ、ＤＳＡ）の設置に対する財政的支援（～H38.10月を予定）

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

1,604,800 1,604,800 0.0% 1,604,800

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 19,509,275 69,113,915 101,805,800

③人件費（②×＠

47.3%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

101,804,608

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ｂ Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

101,844,800

６
評
　
　
価

評価の視点 H29評価 H30評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

機器（CT、MRI、DSA）のリース継続。
検討を行うが、保守料の財政支援を継続する。

今後の財政的支援の方向性について。

２ 普通

Ｂ 事業自体の見直しでなく進め方の改善が必要

コスト効率 ３ 低い

２ 改善の余地あり

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ｂ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ｂ Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余地あり

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

要 評価者：総合計画作成部会

今
後
の
方
針



平成30年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 健康づくり推進事業 係　　　　　名 健康づくり係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-24-3999

ソフト事業 4

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 健康づくり推進事業 担
当
部
署

課　　等　　名 健康センター

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標３．健やかで笑顔あふれるまち 款 衛生費

政　策　名 政策09．健康で安心して暮らせる社会の構築 項

事　業　期　間 開始年度 平成18年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 健康増進法 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

保健衛生費

施　策　名 施策24．健康づくりの推進 目 健康増進事業費

基本事業名 基本事業24－１．健康意識の高揚 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 市民、主に40歳以上の者

手       段
（活動指標）

①健康講座や教室の開催及び保健衛生推進員や食生活改善推進員の養成と育成　②健康づくりの啓発：市広報、ホーム
ページ、CATV等のメディアの活用。ミラたん健康ポイント事業の実施。　③「国保保健事業」を市民課と連携して実施

２
事
業
概
要

事 業 概 要

市民の健康づくり意識を高め、総合的な健康づくりを推進するため、市民参加による健康づくり事業を実施する。
①平成27年度に作成した「第２次魚津市健康増進プラン」の啓発、推進
②保健衛生推進員や食生活改善推進員などの健康づくりに携わる人材育成と活動支援
③「健康うおづプラス１」のキャッチフレーズで、各課・関係機関横断型の事業展開

意       図
（成果指標）

健康に関する意識が高まり、自ら健康づくりに取り組むことができる。さらには家族の健康（他の世代の健康）も考える
ことができるようになり、市民全体の健康増進が図られる。

H31年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H28年度 H29年度 H30年度

171 100.6%

65.0 66.0 

4,000 3,311 82.8% 4,500 

180 

計画

活
動

健康づくり事業（教育）実施回数 回 111 164 170 

成
果

健康であると自覚している人の割合 人 56.3 63.9 

健康づくり事業（教育）延べ参加者数 人 3,517 3,681 

101.5% 70.0 

2,232,380 1,881,048 2,731,000 2,217,643 17.9% 2,586,000

H31年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H28年度 H29年度 H30年度

②県支出金 円 862,000 598,000 674,000 674,000 12.7%

①国庫支出金 円

77,000 59,000 -13.2% 67,000

674,000

④その他（使用料、雑入等） 円 57,300 68,000

③地方債 円

2,600 2,600 2,600 0.0% 2,600

⑤一般財源 円 1,313,080 1,215,048 1,980,000 1,484,643

4,012 円）(Ｂ) 円 9,628,800 10,431,200

22.2% 1,845,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 7 9 8 8 -11.1%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

8

②年間所要時間 時間 2,400

５
取
組
内
容

　平成30年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

健康教育では、健康づくりイベントや地区健康講座をとおして、市民の健康意識の高揚をはかった。
健康相談では、一人一人の健康問題や疑問が解決するようアドバイスを行った。
ミラたん健康ポイント事業を継続して実施し、市民に対して健康づくりの普及啓発に努めた。
様々な団体が健康づくりを推進する「健康づくりがんばり隊」の活動を継続し、市民の健康づくりの意識づくりに努めた。
「健康うおづプラス１」では、野菜の摂取量増加を狙った「野菜を食べよう大作戦」でレシピカードの作成・普及を行った。また、運動
習慣の定着を狙った「魚津市健康づくりウォーキングマップ」を地域振興会と協力して作成・普及した。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

10,431,200 10,431,200 0.0% 10,431,200

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 11,861,180 12,312,248 13,162,200

③人件費（②×＠

2.7%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

12,648,843

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ｂ Ｂ 事業の統合まではいかないが進め方に改善が必要

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 ２ 検討の余地あり

上位施策への貢献度

13,017,200

６
評
　
　
価

評価の視点 H29評価 H30評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

市民一人一人が主体的に健康づくりに取り組むことができる
ような意識の啓発と環境整備が必要である。地域組織や健康
づくり関係団体と連携して、「第２次魚津市健康増進プラ
ン」を推進する。推進にあたっては「見える化」をすすめ、
市民に分かりやすい事業としていく。

１ 高い

Ｂ 内容の見直しとまではいかず進め方に改善が必要

コスト効率 １ 高い

２ 改善の余地あり

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 ２ 改善の余地あり

負担割合の適正化

効  率  性 Ｂ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ｂ Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余地あり

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



平成30年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 健康診査事業 係　　　　　名 健康づくり係

事　務　区　分 法定受託事務 電　話　番　号 0765-24-3999

ソフト事業 5

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 健康診査事業 担
当
部
署

課　　等　　名 健康センター

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標３．健やかで笑顔あふれるまち 款 衛生費

政　策　名 政策09．健康で安心して暮らせる社会の構築 項

事　業　期　間 開始年度 平成15年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 健康増進法 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 アウトソーシング導入済（業務委託） 集中プランとの関連 関連なし

保健衛生費

施　策　名 施策24．健康づくりの推進 目 健康増進事業費

基本事業名 基本事業24－２．健康診査体制の充実 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 各検診ごとに対象者・対象年齢を設定。

手       段
（活動指標）

対象者に受診票を個人通知。実施期間内に医療機関及び集団検診会場で受診。

２
事
業
概
要

事 業 概 要
歯周疾患検診・・・市内歯科医院で歯周疾患検診を実施。
一般健康診査・・・健診を受ける機会のない生活保護受給者を対象に健康診査を実施。
肝炎ウイルス検診・・・B型・C型肝炎ウイルス検診を実施。

意       図
（成果指標）

疾病の早期発見・早期治療

H31年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H28年度 H29年度 H30年度

141 94.0%

15.0 13.5 

30 15 50.0% 20 

150 

計画

活
動

歯周疾患検診受診者数 人 158 173 150 

成
果

歯周疾患検診受診率 ％ 13.4 13.1 

肝炎検診受診者数（40歳検診） 人 19 20 

90.0% 15.0 

肝炎検診受診者率（40歳検診） ％ 8.2 9.0 10.0 10.1 101.0% 15.0 

1,657,350 1,520,062 1,535,000 1,297,290 -14.7% 1,427,000

H31年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H28年度 H29年度 H30年度

②県支出金 円 749,000 694,000 800,000 584,000 -15.9%

①国庫支出金 円

637,000

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

700 400 400 -42.9% 400

⑤一般財源 円 908,350 826,062 735,000 713,290

4,012 円）(Ｂ) 円 2,567,680 2,808,400

-13.7% 790,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 4 4 2 2 -50.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

2

②年間所要時間 時間 640

５
取
組
内
容

　平成30年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

歯周疾患検診、一般健康診査、肝炎ウイルス検診を実施した。
歯周疾患検診の未受診者全員に対して、受診勧奨ハガキを送付した。
肝炎ウイルス検診の40歳対象者に対して、受診勧奨ハガキを送付した。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

1,604,800 1,604,800 -42.9% 1,604,800

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 4,225,030 4,328,462 3,139,800

③人件費（②×＠

-33.0%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

2,902,090

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ｂ Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

3,031,800

６
評
　
　
価

評価の視点 H29評価 H30評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

受診行動を促す仕掛けが必要である。肝炎ウイルス検診や一
般健康診査の受診率が低い。一般健康診査については、社会
福祉課と連携を図りながら、受診率を延ばす必要がある。

２ 普通

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ｂ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ｂ Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余地あり

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



平成30年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 がん対策事業 係　　　　　名 健康づくり係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-24-3999

ソフト事業 6

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 がん対策事業 担
当
部
署

課　　等　　名 健康センター

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標３．健やかで笑顔あふれるまち 款 衛生費

政　策　名 政策09．健康で安心して暮らせる社会の構築 項

事　業　期　間 開始年度 昭和40年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 がん対策基本法 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 アウトソーシング導入済（業務委託） 集中プランとの関連 関連なし

保健衛生費

施　策　名 施策24．健康づくりの推進 目 健康増進事業費

基本事業名 基本事業24－２．健康診査体制の充実 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象
魚津市民のうち、職場等でがん検診のない方。胃・大腸・肺・乳房：40歳以上､子宮：20歳以上､前立腺：50～74歳の男
性、PET/CT：20歳以上

手       段
（活動指標）

がん検診受診率の向上を目的とした普及啓発及び各種がん検診を実施。

２
事
業
概
要

事 業 概 要 がんの死亡率減少を目的にがん検診を実施する。集団検診・施設検診のほか、富山労災病院でのPET/CT検診も実施。

意       図
（成果指標）

がんやその他の病気を早期に発見し、早期治療につなげる。

H31年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H28年度 H29年度 H30年度

2,966 87.2%

35.0 24.6 

2,400 2,145 89.4% 2,400 

3,400 

計画

活
動

胃がん検診受診者数 人 3,138 2,939 3,400 

成
果

胃がん検診受診率 ％ 23.3 22.2 

乳がん検診受診者数 人 2,305 2,138 

70.3% 38.0 

胃がん発見者数 人 12 9 15 12 80.0% 15 

67,213,833 59,958,794 69,818,492 59,996,776 0.1% 65,611,180

H31年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H28年度 H29年度 H30年度

②県支出金 円 1,339,415 1,629,000 1,558,000 1,821,000 11.8%

①国庫支出金 円 0

4,127,000 3,331,200 -8.8% 3,748,000

1,845,750

④その他（使用料、雑入等） 円 3,335,200 3,652,662

③地方債 円 0

1,800 1,800 1,800 0.0% 1,800

⑤一般財源 円 62,539,218 54,677,132 64,133,492 54,844,576

4,012 円）(Ｂ) 円 7,221,600 7,221,600

0.3% 60,017,430

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 4 4 5 6 50.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

6

②年間所要時間 時間 1,800

５
取
組
内
容

　平成30年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

平成28年度に行ったモデル事業を参考に、胃がん・大腸がん検診未受診者に対して受診勧奨を行った。NHKガッテン！の企画に合わせて
40代女性の検診未受診者に受診勧奨を行った。
特定健康診査と同時実施日を2日、休日検診を4日、14会場全てで計39名の託児を実施した。
がん対策推進員によるがん検診普及啓発キャンペーンを全地区で実施し、推進員延べ　117名の協力のもと、6,867人に受診勧奨ティッ
シュを配布した。
市内小規模事業所及び乳幼児健診時に、従業員や保護者に対する受診勧奨チラシを配布した。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

7,221,600 7,221,600 0.0% 7,221,600

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 74,435,433 67,180,394 77,040,092

③人件費（②×＠

0.1%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

67,218,376

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

72,832,780

６
評
　
　
価

評価の視点 H29評価 H30評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

がん検診について普及啓発を図るとともに、今後も受診率の
向上に向けた取り組みを進めていく必要がある。

２ 普通

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ｂ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余地あり

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



平成30年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 がん対策事業 係　　　　　名 健康づくり係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-24-3999

ソフト事業 7

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 次世代を担う女性の健康づくり事業 担
当
部
署

課　　等　　名 健康センター

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標３．健やかで笑顔あふれるまち 款 衛生費

政　策　名 政策09．健康で安心して暮らせる社会の構築 項

事　業　期　間 開始年度 平成28年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 がん対策基本法 総 合 戦 略 と の 関 連 関連あり（評価対象）

アウトソーシング導入状況 アウトソーシング導入済（業務委託） 集中プランとの関連 関連なし

保健衛生費

施　策　名 施策24．健康づくりの推進 目 健康増進事業費

基本事業名 基本事業24－２．健康診査体制の充実 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 ①20～39歳の子宮頚がん対象者　②中学生とその保護者

手       段
（活動指標）

子宮頚がん検診受診率の向上を目的とした普及啓発及びがん検診の実施。

２
事
業
概
要

事 業 概 要
①20歳・30歳代の子宮頚がん検診対象者に対して、積極的な検診のPRを勧めるとともに、検診の自己負担額を軽減する。
②中学生とその保護者を対象に”性と生を育む”思春期健康講座を開催する。

意       図
（成果指標）

子宮頚がんやその他の病気を早期に発見し、早期治療につなげる。
子宮頚がんの死亡率を減少させる。

H31年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H28年度 H29年度 H30年度

375 83.3%

18.0 20.0 

2 0 0.0% 0 

450 

計画

活
動

子宮頚がん検診受診者数（20～39歳） 人 356 393 450 

成
果

子宮頚がん検診受診率（20～39歳） ％ 15.5 18.0 

思春期健康講座の実施回数 回 0 0 

111.1% 20.0 

子宮頚がん発見者数（20～39歳） 人 0 0 3 0 0.0% 3 

1,947,444 2,344,980 2,577,508 2,486,108 6.0% 2,750,820

H31年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H28年度 H29年度 H30年度

②県支出金 円 216,585 124,000 196,000 123,000 -0.8%

①国庫支出金 円

90,000 51,900 -13.1% 75,000

128,250

④その他（使用料、雑入等） 円 131,100 59,700

③地方債 円

400 400 400 0.0% 400

⑤一般財源 円 1,599,759 2,161,280 2,291,508 2,311,208

4,012 円）(Ｂ) 円 1,203,600 1,604,800

6.9% 2,547,570

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 3 3 3 3 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

3

②年間所要時間 時間 300

５
取
組
内
容

　平成30年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

20～39歳の子宮頚がん検診受診者の自己負担額を軽減した。
（集団検診1,000円→300円、医療機関検診2,000円→600円）
20～39歳の子宮頚がん検診未受診者に受診勧奨ハガキを送付した。

子育て中の保護者に積極的に受診勧奨を行った。
・子育て支援センターや乳幼児健診等でPR
思春期健康講座は未実施。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

1,604,800 1,604,800 0.0% 1,604,800

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 3,151,044 3,949,780 4,182,308

③人件費（②×＠

3.6%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

4,090,908

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ｂ Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

4,355,620

６
評
　
　
価

評価の視点 H29評価 H30評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

少子化対策としても、次世代を担う女性の健康づくり事業を
継続する。思春期健康講座については、学校教育課で類似事
業を実施していることから開催を見送った。
子宮頸がん予防ワクチン接種は、積極的勧奨が控えられた状
況であり、今後の動向を注視していく必要がある。

２ 普通

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ｂ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ｂ Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余地あり

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



平成30年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 感染症予防対策事業 係　　　　　名 健康づくり係

事　務　区　分 法定受託事務 電　話　番　号 24-3999

ソフト事業 8

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 感染症予防対策事業 担
当
部
署

課　　等　　名 健康センター

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標３．健やかで笑顔あふれるまち 款 衛生費

政　策　名 政策09．健康で安心して暮らせる社会の構築 項

事　業　期　間 開始年度 昭和30年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 感染症法 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 アウトソーシング導入済（業務委託） 集中プランとの関連 関連なし

保健衛生費

施　策　名 施策24．健康づくりの推進 目 予防費

基本事業名 基本事業24－３．予防対策の推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 (結核検診)65歳以上の市民のうち、職場等で結核検診を受けていない者。(その他の活動)市民全体

手       段
（活動指標）

(結核検診)市内の会場を検診車でまわり、検診を実施する。

２
事
業
概
要

事 業 概 要
結核検診(胸部レントゲン検査)を行う。
その他、感染症予防のための普及啓発活動を行う。

意       図
（成果指標）

結核の早期発見、まん延防止

H31年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H28年度 H29年度 H30年度

4,005 97.7%

1 0 

45.0 45.6 101.3% 45.0 

4,100 

計画

活
動

結核検診の受診者数 人 4,094 4,118 4,100 

成
果

検診での結核発見数 人 1 0 

結核検診受診率 ％ 44.9 44.8 

0.0% 1 

3,138,523 6,933,944 6,520,000 5,821,135 -16.0% 6,380,000

H31年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H28年度 H29年度 H30年度

②県支出金 円

①国庫支出金 円

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

400 400 400 0.0% 400

⑤一般財源 円 3,138,523 6,933,944 6,520,000 5,821,135

4,012 円）(Ｂ) 円 2,006,000 1,604,800

-16.0% 6,380,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 3 3 3 4 33.3%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

4

②年間所要時間 時間 500

５
取
組
内
容

　平成30年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

各会場での検診２～３週間前に、近隣住民へはがきで案内。
各地区での結核検診にあわせて、受診啓発ちらしを班回覧した。
レントゲン撮影及び読影は、平成29年度から一括して検診業者に委託（平成28年度以前までは、読影は富山県(厚生センター)に委託。）
結果は、全員に郵送で通知した。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

1,604,800 1,604,800 0.0% 1,604,800

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 5,144,523 8,538,744 8,124,800

③人件費（②×＠

-13.0%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

7,425,935

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

7,984,800

６
評
　
　
価

評価の視点 H29評価 H30評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

結核の発症は多くはないが、毎年高齢者の発症が見られる。
結核の早期発見、感染の蔓延を防止するためには、結核検診
を周知するとともに受診率の向上に努めることが必要であ
る。

２ 普通

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ｂ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余地あり

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



平成30年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 予防接種事業 係　　　　　名 健康づくり係

事　務　区　分 法定受託事務 電　話　番　号 24-3999

ソフト事業 9

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 高齢者予防接種事業 担
当
部
署

課　　等　　名 健康センター

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標３．健やかで笑顔あふれるまち 款 衛生費

政　策　名 政策09．健康で安心して暮らせる社会の構築 項

事　業　期　間 開始年度 平成13年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 予防接種法 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 アウトソーシング導入済（業務委託） 集中プランとの関連 関連なし

保健衛生費

施　策　名 施策24．健康づくりの推進 目 予防費

基本事業名 基本事業24－３．予防対策の推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象
①65歳以上の者　　②65、70、75、80、85、90、95、100歳の者
①②共通60歳以上65歳未満の者であって、心臓、じん臓又は呼吸器の機能に自己の身辺の日常生活活動が極度に制限される程度の障害を有す
る者及びヒト免疫不全ウイルスにより免疫の機能に日常生活がほとんど不可能な程度の障害を有する者

手       段
（活動指標）

医療機関でインフルエンザ、高齢者肺炎球菌予防接種を受ける際の接種費用の一部を助成する。

２
事
業
概
要

事 業 概 要
高齢者のインフルエンザ及び肺炎球菌による肺炎の発症予防・重症化予防を目的に、①インフルエンザ予防接種②高齢者肺炎球
菌予防接種を行う。

意       図
（成果指標）

インフルエンザ及び肺炎球菌による肺炎の発病・重症化を予防できる。

H31年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H28年度 H29年度 H30年度

6,809 100.1%

0 0 

1,400 1,360 97.1% 1,400 

6,800 

計画

活
動

インフルエンザ接種者数(65歳以上等) 人 6,773 6,541 6,800 

成
果

高齢者施設でのインフルエンザ集団発生件数(公表されたもの) 件 0 0 

高齢者肺炎球菌接種者数 人 1,531 1,462 

0 

肺炎による死亡率（人口10万対） 人 135.3 86.4 125.0(県平均参考） 来年1月確定 

26,451,644 25,467,050 25,949,000 25,718,000 1.0% 24,471,700

H31年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H28年度 H29年度 H30年度

②県支出金 円

①国庫支出金 円

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

200 200 400 100.0% 400

⑤一般財源 円 26,451,644 25,467,050 25,949,000 25,718,000

4,012 円）(Ｂ) 円 802,400 802,400

1.0% 24,471,700

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 2 1 1 3 200.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

3

②年間所要時間 時間 200

５
取
組
内
容

　平成30年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

高齢者が医療機関でインフルエンザ予防接種を受ける際の接種費用の一部を助成の継続。
予防接種法の一部改正に伴い、平成26年10月から高齢者肺炎球菌ワクチン接種の定期予防接種を実施。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

802,400 1,604,800 100.0% 1,604,800

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 27,254,044 26,269,450 26,751,400

③人件費（②×＠

4.0%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

27,322,800

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

26,076,500

６
評
　
　
価

評価の視点 H29評価 H30評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

法令に基づく事業であり実施効果はあると考える。感染症予
防や肺炎予防のために継続して実施する。

２ 普通

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ｂ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余地あり

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



平成30年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 妊産婦健康診査事業 係　　　　　名 母子保健係

事　務　区　分 法定受託事務 電　話　番　号 0765-24-3999

ソフト事業 11

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 妊産婦健康診査事業 担
当
部
署

課　　等　　名 健康センター

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標３．健やかで笑顔あふれるまち 款 衛生費

政　策　名 政策08．総合的な子育て支援対策の推進 項

事　業　期　間 開始年度 昭和44年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 母子保健法第13条、子ども・子育て支援法 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 アウトソーシング導入済（業務委託） 集中プランとの関連 関連なし

保健衛生費

施　策　名 施策20．子どもたちの健やかな成長支援 目 母子保健事業費

基本事業名 基本事業20－１．母と子の健康づくりの推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 市内に住所を要する妊産婦

手       段
（活動指標）

妊婦一般健康診査受診、妊婦歯科健康診査、妊婦精密健康診査、産婦健康診査の受診者数。

２
事
業
概
要

事 業 概 要
定期的な妊婦健康診査で妊娠経過、合併症及び偶発症について観察し、流・早産、妊娠高血圧症候群、子宮内胎児発
育遅延の防止等母と児の障害予防を図る。産婦康診査では産婦の心身における適切な健康管理を図る。

意       図
（成果指標）

妊娠経過、合併症及び偶発症について観察し、流・早産、妊娠高血圧症候群、子宮内胎児発育遅延の防止に努めるこ
とで、正常な分娩を行うことができる。母と児の健康の保持を図る。

H31年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H28年度 H29年度 H30年度

2,912 83.2%

200（1人につき2回） 295 

20 14 70.0% 15 

3,000 

計画

活
動

妊婦一般健康診査受診者数（14回延べ） 人 3,482 3,266 3,500 

成
果

産婦健康診査受診数（延べ） 人 88 96 

妊婦精密健診受診者数 人 21 21 

400 

妊婦歯科健診受診数 人 147 127 120 108 90.0% 150 

28,572,021 26,336,751 31,887,000 25,223,145 -4.2% 31,019,000

H31年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H28年度 H29年度 H30年度

②県支出金 円 383,000 395,000 155,000 184,000 -53.4%

①国庫支出金 円 1,450,000 708,000 1,525,000

155,000

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

600 600 1,080 80.0% 1,000

⑤一般財源 円 28,189,021 25,941,751 30,282,000 24,331,145

4,012 円）(Ｂ) 円 2,407,200 2,407,200

-6.2% 29,339,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 4 4 4 6 50.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

6

②年間所要時間 時間 600

５
取
組
内
容

　平成30年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

妊娠届出時に妊婦一般健康診査受診票（14回分）、妊婦歯科健康診査受診票（Ｈ27～）、妊婦精密健康診査受診申請書、産婦一般健
康診査受診申請書、H30年7月以降出産された方を対象に産婦健康診査票（2回分）を交付し受診した。必要な方には、申請に基づき妊
婦精密健康診査受診票、産婦一般健康診査受診票を交付し受診した。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

2,407,200 4,332,960 80.0% 4,012,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 30,979,221 28,743,951 34,294,200

③人件費（②×＠

2.8%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

29,556,105

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

35,031,000

６
評
　
　
価

評価の視点 H29評価 H30評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

安全な出産を迎える上で、妊娠中の健康管理は重要である。
妊婦健診は、最低限必要な回数や受診時期、健診内容が定め
られており、公費助成14回が確保できるよう継続する。併せ
て産婦健診の充実を図ることで、今後も母子の健康を保持し
ていく必要がある。

２ 普通

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ａ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余地あり

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



平成30年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 妊産婦乳児訪問指導事業 係　　　　　名 母子保健係

事　務　区　分 法定受託事務 電　話　番　号 0765-24-3999

ソフト事業 12

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 妊産婦乳児訪問指導事業 担
当
部
署

課　　等　　名 健康センター

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標３．健やかで笑顔あふれるまち 款 衛生費

政　策　名 政策08．総合的な子育て支援対策の推進 項

事　業　期　間 開始年度 平成9年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 母子保健法第17条、子ども・子育て支援法 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 アウトソーシング導入済（業務委託） 集中プランとの関連 関連なし

保健衛生費

施　策　名 施策20．子どもたちの健やかな成長支援 目 母子保健事業費

基本事業名 基本事業20－１．母と子の健康づくりの推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象
初妊婦及び転入した妊婦。市内在住または滞在の新生児とその保護者、産後ケア（訪問型）においては支援者が十分
でない産婦。

手       段
（活動指標）

未熟児等訪問指導について、産科医療機関との連携を強化し適時訪問指導を実施する。産後うつの早期把握のため
に、エジンバラ質問表等を活用し支援（産後ケアや医療機関受診の勧めなど）につなげる。

２
事
業
概
要

事 業 概 要
妊婦訪問は、初妊婦及び転入した妊婦等が妊娠8-9か月頃に、母子保健推進員または保健師が訪問する。新生児や未熟児訪問
は、出生連絡票や医療機関からの連絡を基に、助産師または保健師が実施する。市外に里帰りしている母子、低出生体重児につ
いては、それぞれ里帰り先の市町村に訪問を依頼する。訪問指導の結果、必要があれば、産後ケア（訪問型）に結び付ける。

意       図
（成果指標）

児が順調に発育・発達することができる。
保護者の育児に対する不安を軽減できる。

H31年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H28年度 H29年度 H30年度

139 115.8%

99.0 97.6 

180 186 103.3% 180 

120 

計画

活
動

妊婦訪問指導件数（実） 件 113 116 120 

成
果

子育てが楽しいと答えた人の割合(４か月児) % 98.0 99.0 

新生児訪問指導件数 件 197 174 

98.6% 99.0 

産後ケア（訪問型）の利用者 人（延べ回数） ― ― 10人（30回） 4人（10回） 5人（10回） 

1,203,418 622,374 1,160,000 695,945 11.8% 1,196,000

H31年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H28年度 H29年度 H30年度

②県支出金 円 213,000

①国庫支出金 円 177,000 54,000 231,000

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

1,600 1,600 1,500 -6.3% 1,500

⑤一般財源 円 990,418 622,374 983,000 641,945

4,012 円）(Ｂ) 円 6,419,200 6,419,200

3.1% 965,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 6 8 8 7 -12.5%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

7

②年間所要時間 時間 1,600

５
取
組
内
容

　平成30年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

母子保健推進員、保健師又は助産師および看護師により、妊婦訪問を実施した。
保健師又は助産師により、産婦・新生児訪問指導、未熟児訪問指導を実施した。H30年7月以降、計5か所の助産院に委託し、産後、家
族等の支援が充分でなく育児不安等を抱える産婦に対し産後ケア（訪問型）を実施した。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

6,419,200 6,018,000 -6.3% 6,018,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 7,622,618 7,041,574 7,579,200

③人件費（②×＠

-4.7%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

6,713,945

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

7,214,000

６
評
　
　
価

評価の視点 H29評価 H30評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

助産師や保健師が妊産婦や新生児の家庭を訪問し、児の発育
や発達の確認と産後うつ等の早期発見に努めている。また、
具体的に相談に応じることで、育児の不安軽減を図ってい
る。

２ 普通

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ａ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余地あり

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



平成30年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 乳幼児健康診査事業 係　　　　　名 母子保健係

事　務　区　分 法定受託事務 電　話　番　号 0765-24-3999

ソフト事業 13

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 乳幼児健康診査事業 担
当
部
署

課　　等　　名 健康センター

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標３．健やかで笑顔あふれるまち 款 衛生費

政　策　名 政策08．総合的な子育て支援対策の推進 項

事　業　期　間 開始年度 ― 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 母子保健法第12条及び第13条 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 アウトソーシング導入済（業務委託） 集中プランとの関連 関連なし

保健衛生費

施　策　名 施策20．子どもたちの健やかな成長支援 目 母子保健事業費

基本事業名 基本事業20－１．母と子の健康づくりの推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 市内に在住する乳幼児（４か月児、９-10か月児、１歳６か月児、３歳６か月児）と保護者。

手       段
（活動指標）

４か月児、９-10か月児(医療機関委託）、１歳６か月児、３歳児健診を実施。

２
事
業
概
要

事 業 概 要
児の疾病又は異常の早期発見と発達の確認を目的とする。また、保健指導や相談を行い保護者の育児不安を軽減するとともに、
児童虐待の防止を図る。集団健診（４か月児、１歳６か月児、３歳児健診）と医療機関委託健診（９-10か月児）を実施。健診
の結果、精密健診が必要な児に対して、精密健診票を発行。

意       図
（成果指標）

乳幼児の疾病の早期発見と発達確認を行い、乳幼児の健康の保持増進を図る。保護者の育児不安を軽減し、児童虐待
の防止を図る。

H31年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H28年度 H29年度 H30年度

99.2 99.2%

98.0 97.3 

100.0 99.6 99.6% 100.0 

100.0 

計画

活
動

４か月児健診受診率 ％ 99.6 98.9 100.0 

成
果

子育てが楽しいと答えた人の割合(1.6健） ％ 99.3 97.5 

１歳６か月児健診受診率 ％ 99.6 99.6 

99.3% 98.0 

3歳児健診におけるフッ素塗布全４回実施した児の有病者率 % 10.1 15.8 10.0 10.6 106.0% 10.0 

4,895,071 4,593,507 4,605,000 4,190,958 -8.8% 4,712,000

H31年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H28年度 H29年度 H30年度

②県支出金 円 265,000 286,000 350,000 307,000 7.3%

①国庫支出金 円

340,000

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

2,400 2,000 1,500 -37.5% 1,600

⑤一般財源 円 4,630,071 4,307,507 4,255,000 3,883,958

4,012 円）(Ｂ) 円 8,826,400 9,628,800

-9.8% 4,372,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 7 9 9 8 -11.1%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

7

②年間所要時間 時間 2,200

５
取
組
内
容

　平成30年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

４か月児健診、９-10か月児健診(医療機関委託）、１歳６か月児健診、３歳児健診を実施。1歳6か月児を対象に、6か月毎、4回フッ
素塗布を実施。
幼児健診の事後フォローとして、幼児発達支援教室「あそびーば」を実施。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

8,024,000 6,018,000 -37.5% 6,419,200

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 13,721,471 14,222,307 12,629,000

③人件費（②×＠

-28.2%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

10,208,958

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ｂ Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

11,131,200

６
評
　
　
価

評価の視点 H29評価 H30評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

乳幼児期の月齢に応じた健診により児の発育発達を確認する
ことで、疾病や発達異常の早期発見、早期支援に結びついて
いる。また、母親の育児不安等による育児困難事例も増えて
おり、関係機関と連携した支援を継続する必要がある。

２ 普通

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ａ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余地あり

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



平成30年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 乳児家庭全戸訪問事業 係　　　　　名 母子保健係

事　務　区　分 法定受託事務 電　話　番　号 0765-24-3999

ソフト事業 14

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 乳児家庭全戸訪問事業 担
当
部
署

課　　等　　名 健康センター

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標３．健やかで笑顔あふれるまち 款 衛生費

政　策　名 政策08．総合的な子育て支援対策の推進 項

事　業　期　間 開始年度 ― 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 児童福祉法、子ども・子育て支援法 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 アウトソーシング導入済（業務委託） 集中プランとの関連 関連なし

保健衛生費

施　策　名 施策20．子どもたちの健やかな成長支援 目 母子保健事業費

基本事業名 基本事業20－３．養育支援体制の充実 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 ２～３か月児をもつ全家庭

手       段
（活動指標）

２～３か月児をもつ全家庭に対し、保健師や助産師、看護師、母子保健推進員が家庭訪問を行う。

２
事
業
概
要

事 業 概 要
２～３か月児をもつ家庭に対し、保健師や助産師、看護師、母子保健推進員（市長から委嘱）が家庭訪問を行い、保健サービ
ス・予防接種・子育て支援サービスの紹介を行うとともに育児不安などの把握に努める。母子保健推進員は、保護者と市（保健
師）とのパイプ役として育児支援を行う。

意       図
（成果指標）

初妊婦や乳児を持つ育児中の母親が、各種保健サービスや子育て支援サービスについて知り、必要なときに利用する
ことができることで、育児不安の軽減や解消ができる。

H31年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H28年度 H29年度 H30年度

245 94.2%

98.0 96.8 

250 

計画

活
動

乳児家庭訪問数 件 247 264 260 

成
果

乳児家庭訪問率 ％ 98.0 97.0 98.8% 98.0 

550,328 531,166 430,000 266,409 -49.8% 379,000

H31年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H28年度 H29年度 H30年度

②県支出金 円 168,000 167,000 143,000 79,000 -52.7%

①国庫支出金 円 168,000 167,000 143,000 79,000 -52.7% 126,000

126,000

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

1,200 1,000 800 -33.3% 800

⑤一般財源 円 214,328 197,166 144,000 108,409

4,012 円）(Ｂ) 円 4,012,000 4,814,400

-45.0% 127,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 6 8 8 7 -12.5%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

7

②年間所要時間 時間 1,000

５
取
組
内
容

　平成30年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

２～３か月児をもつ保護者に対し、保健師や母子保健推進員が全家庭訪問を実施。長期の里帰り等で訪問ができなかった家庭には、
電話や子育て支援センターの親子の集い等で状況を確認した。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

4,012,000 3,209,600 -33.3% 3,209,600

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 4,562,328 5,345,566 4,442,000

③人件費（②×＠

-35.0%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

3,476,009

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ａ 目標達成度は設定にばらつきがあるため評点への影
響低い

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

3,588,600

６
評
　
　
価

評価の視点 H29評価 H30評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

育児不安の早期発見や母子保健子育て支援サービスの情報提
供を早期に行うことにより、必要な親子に必要な育児支援を
行うことに結びつく。また、虐待予防の観点からも事業の継
続が望ましい。

１ 高い

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ａ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



平成30年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 養育支援家庭訪問事業 係　　　　　名 母子保健係

事　務　区　分 法定受託事務 電　話　番　号 0765-24-3999

ソフト事業 15

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 養育支援家庭訪問事業 担
当
部
署

課　　等　　名 健康センター

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標３．健やかで笑顔あふれるまち 款 衛生費

政　策　名 政策08．総合的な子育て支援対策の推進 項

事　業　期　間 開始年度 平成21年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 児童福祉法、子ども・子育て支援法 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 アウトソーシング導入済（業務委託） 集中プランとの関連 関連なし

保健衛生費

施　策　名 施策20．子どもたちの健やかな成長支援 目 母子保健事業費

基本事業名 基本事業20－３．養育支援体制の充実 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 母親の疾病や育児不安、子の健康問題等の理由により、養育支援が必要な家庭

手       段
（活動指標）

養育支援の必要な家庭を訪問し、その家庭に必要な専門的相談支援や家事援助支援を行う。

２
事
業
概
要

事 業 概 要
養育支援が必要な家庭に出向き、保健師、助産師、看護師、保育士、児童相談員等が、育児相談･支援、養育者に対する身体的
かつ精神的不調状態に対する相談・支援、栄養指導及び児童の自立に向けた養育相談･支援を行う。又は、ホームヘルパーなど
が簡単な家事等の援助を行う。

意       図
（成果指標）

安定した養育が家庭で行われており、虐待などが防止されている。

H31年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H28年度 H29年度 H30年度

49 81.7%

5 4 

10回 29回 10回 

50 

計画

活
動

家庭訪問の従事者数（延） 人 65 62 60 

成
果

訪問終結家庭数 件 3 9 

ホームヘルパー利用数 延べ回数 利用者なし 利用者なし 

80.0% 5 

97,992 46,303 284,000 119,557 158.2% 243,000

H31年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H28年度 H29年度 H30年度

②県支出金 円 32,000 15,000 94,000 34,000 126.7%

①国庫支出金 円 32,000 15,000 94,000 34,000 126.7% 81,000

81,000

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

300 300 1,200 300.0% 1,000

⑤一般財源 円 33,992 16,303 96,000 51,557

4,012 円）(Ｂ) 円 1,203,600 1,203,600

216.2% 81,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 3 3 3 5 66.7%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

6

②年間所要時間 時間 300

５
取
組
内
容

　平成30年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

養育支援が必要な家庭に保健師、助産師が出向き、育児相談･支援、養育者に対する身体的かつ精神的不調状態に対する相談・支援、
栄養指導及び児童の自立に向けた養育相談･支援を行った。H30年度は利用があった。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

1,203,600 4,814,400 300.0% 4,012,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 1,301,592 1,249,903 1,487,600

③人件費（②×＠

294.7%

③ 対象の妥当性 ２ 検討の余地あり

4,933,957

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ａ 目標達成度は設定にばらつきがあるため評点への影
響低い

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

4,255,000

６
評
　
　
価

評価の視点 H29評価 H30評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

妊娠中から養育支援が必要になると思われるケースが増えて
きている。虐待予防の視点から、こども課や医療機関と連携
を図りながらこの事業は継続していく。

１ 高い

Ａ 特に問題なし

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 ２ 改善の余地あり

負担割合の適正化

効  率  性 Ａ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



平成30年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 不妊治療費助成事業 係　　　　　名 母子保健係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-24-3999

ソフト事業 16

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 不妊治療費助成事業 担
当
部
署

課　　等　　名 健康センター

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標３．健やかで笑顔あふれるまち 款 衛生費

政　策　名 政策08．総合的な子育て支援対策の推進 項

事　業　期　間 開始年度 H16年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 根拠法令なし 総 合 戦 略 と の 関 連 関連あり（評価対象）

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

保健衛生費

施　策　名 施策21．子育て家庭への応援体制の充実 目 母子保健事業費

基本事業名 基本事業21－１．子育ての経済的負担に対する支援 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 １年以上魚津市内に住所があり、助成要件に該当する夫婦　４３歳未満

手       段
（活動指標）

特定不妊治療・不育症治療は、30万円/年（ただし特定不妊治療20万円/回限度）、男性不妊治療は15万円/年を、申請
に基づき、交付決定し助成する。

２
事
業
概
要

事 業 概 要
特定不妊治療（体外受精・顕微授精）、男性不妊治療（精子回収術）、不育症治療を受けている夫婦に対し、その治療に要する
費用（不育症は検査費用も）の一部を助成することにより、夫婦の経済的な負担の軽減を図り、少子化対策に寄与することを目
的とする。

意       図
（成果指標）

経済的負担を軽減し安心して出産できるようにすることで少子化対策を図る。

H31年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H28年度 H29年度 H30年度

88 83.8%

2.0 1.7 

7 7 100.0% 7 

90 

計画

活
動

特定不妊治療補助件数（延） 男性不妊含む 件 91 102 105 

成
果

特定不妊治療　補助件数（延）/申請した夫婦の数（実） 件 1.3 1.7 

不育治療補助件数（延） 件 5 5 

85.0% 2.0 

特定不妊治療　妊娠の割合 　妊娠件数（延べ）/件数（延べ） ％ 23 13 30 31 103.3% 30 

11,317,634 11,447,051 10,534,822 10,534,822 -8.0% 10,000,000

H31年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H28年度 H29年度 H30年度

②県支出金 円 46,000 140,000 149,000 223.9%

①国庫支出金 円

140,000

④その他（使用料、雑入等） 円 11,401,051

③地方債 円

800 800 900 12.5% 800

⑤一般財源 円 11,317,634 10,394,822 10,385,822

4,012 円）(Ｂ) 円 802,400 3,209,600

9,860,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 2 6 6 6 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

6

②年間所要時間 時間 200

５
取
組
内
容

　平成30年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

保険診療以外の体外受精・顕微授精不妊治療費に対して、１年度30万円を限度として助成した（ただし１回の助成額の限度は20万
円）。また、併せて男性治療費に対しても、年間15万円を上限とし助成した。
不育症は適切な検査と治療で患者の８割が出産に至るとされており、不妊治療費助成と併せて実施した。
不育症治療費について、Ｈ29.4月より県から市への補助制度が開始。（検査とヘパリン治療のみ）

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

3,209,600 3,610,800 12.5% 3,209,600

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 12,120,034 14,656,651 13,744,422

③人件費（②×＠

-3.5%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

14,145,622

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ａ 特に問題なし

目標達成度 １ 高い

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

13,209,600

６
評
　
　
価

評価の視点 H29評価 H30評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

県が実施する特定不妊治療費助成の対象者年齢の見直しに伴
い、市も対象を43歳未満とした。一方で県の助成回数は拡充
となったが、不妊治療により子どもを望むご夫婦に対して、
経済的負担を軽減するために、不育症治療費助成と併せて市
の事業も継続する。

１ 高い

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ａ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



平成30年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 地域子育て支援センター事業 係　　　　　名 母子保健係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-24-3999

ソフト事業 17

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 地域子育て支援センター事業 担
当
部
署

課　　等　　名 健康センター

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標３．健やかで笑顔あふれるまち 款 民生費

政　策　名 政策08．総合的な子育て支援対策の推進 項

事　業　期　間 開始年度 H8 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 児童福祉法、子ども・子育て支援法 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

児童福祉費

施　策　名 施策22．子育て環境づくりの推進 目 子育て支援センター費

基本事業名 基本事業22－３．子育て支援ネットワークの構築 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 子育て中の家族、これから親になろうとする人

手       段
（活動指標）

子育て支援センターの利用により健康教育、育児相談、親子の集いの広場の提供等

２
事
業
概
要

事 業 概 要 健康センターに子育て支援センターを設置し、子育てアドバイザーを配置して子育て支援を行う。

意       図
（成果指標）

親が子育てを楽しいと思う。

H31年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H28年度 H29年度 H30年度

10,235 93.0%

98.0 97.3 

1,800 1,593 88.5% 1,700 

11,000 

計画

活
動

子育て支援センターのべ利用者数 人 11,223 10,574 11,000 

成
果

子育てを楽しいと感じている親の割合(1.6健） ％ 99.3 97.5 

育児相談件数 件 1,533 1,757 

99.3% 98.0 

6,311,329 5,853,660 6,129,000 5,777,395 -1.3% 6,213,000

H31年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H28年度 H29年度 H30年度

②県支出金 円 1,957,000 1,820,000 1,950,000 1,754,000 -3.6%

①国庫支出金 円 1,957,000 1,820,000 1,950,000

13,000 12,059 -0.1% 13,000

1,754,000 -3.6% 1,950,000

1,950,000

④その他（使用料、雑入等） 円 17,699 12,074

③地方債 円

1,100 1,100 1,060 -3.6% 1,000

⑤一般財源 円 2,379,630 2,201,586 2,216,000 2,257,336

4,012 円）(Ｂ) 円 3,209,600 4,413,200

2.5% 2,300,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 4 6 6 6 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

6

②年間所要時間 時間 800

５
取
組
内
容

　平成30年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

子育て支援センターのびのびの運営。のびのび広場、赤ちゃん広場等で、未就園児とその家族に遊びと交流の場を提供し、アドバイ
ザーが育児相談を行った。
教育委員会「いのちの教育推進事業」に協力し、親子と中学生にふれあいの場を提供した。
平成29年度より母子保健推進員が主催となって、のびのび広場において「親子ほっとカフェ」を開催し、育児に奮闘している母親等
のリフレッシュできる時間・場を提供。
平成30年度よりこども課との連携により、こども課所属の子育てコーディネータ２名が月・水曜日にのびのび広場にて、月の最終火
曜日には「園に関する相談日」を設け、それぞれ相談に応じている。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

4,413,200 4,252,720 -3.6% 4,012,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 9,520,929 10,266,860 10,542,200

③人件費（②×＠

-2.3%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

10,030,115

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

10,225,000

６
評
　
　
価

評価の視点 H29評価 H30評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

子育て支援センターは直営１カ所、民間への委託１か所、児
童館型が３カ所開設されている。支援センターとしてそれぞ
れの特徴を生かすとともに連携を取りながら、直営の事業を
継続していく。

２ 普通

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ｂ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余地あり

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



平成30年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 予防接種事業 係　　　　　名 母子保健係

事　務　区　分 法定受託事務 電　話　番　号 24-3999

ソフト事業 18

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 乳幼児予防接種事業 担
当
部
署

課　　等　　名 健康センター

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標３．健やかで笑顔あふれるまち 款 衛生費

政　策　名 政策09．健康で安心して暮らせる社会の構築 項

事　業　期　間 開始年度 昭和23年 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 予防接種法 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 アウトソーシング導入済（業務委託） 集中プランとの関連 関連なし

保健衛生費

施　策　名 施策24．健康づくりの推進 目 予防費

基本事業名 基本事業24－３．予防対策の推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 乳幼児、児童

手       段
（活動指標）

指定医療機関での個別接種

２
事
業
概
要

事 業 概 要 伝染のおそれのある疾病の発生及びまん延を予防するため、定期予防接種を実施する。

意       図
（成果指標）

伝染のおそれのある疾病の発生及びまん延を予防できる。

H31年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H28年度 H29年度 H30年度

1,038 103.8%

0 0 

600 523 87.2% 535 

1,050 

計画

活
動

三種又は四種混合予防接種者数 人 1,098 1,066 1,000 

成
果

百日せき罹患者数（定点医療機関報告） 人 0 0 

麻しん・風しん混合予防接種者数 人 535 539 

0 

麻しん罹患者数 人 0 0 0 0 0 

56,806,759 59,546,842 64,674,000 56,476,520 -5.2% 63,853,300

H31年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H28年度 H29年度 H30年度

②県支出金 円

①国庫支出金 円

④その他（使用料、雑入等） 円 2,278

③地方債 円

700 700 1,040 48.6% 800

⑤一般財源 円 56,806,759 59,544,564 64,674,000 56,476,520

4,012 円）(Ｂ) 円 2,407,200 2,808,400

-5.2% 63,853,300

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 1 4 5 6 50.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

6

②年間所要時間 時間 600

５
取
組
内
容

　平成30年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

予防接種法等に基づくＡ類疾病予防接種を実施。
・日本脳炎予防接種では、特例に係る対象者への積極的な勧奨の実施
・水痘予防接種の通年定期接種化
・厚生労働省により、引き続き子宮頸がん予防ワクチンの積極的勧奨の一時差し止め（Ｈ26.6.14～）
・B型肝炎予防接種追加（H28.10～）

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

2,808,400 4,172,480 48.6% 3,209,600

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 59,213,959 62,355,242 67,482,400

③人件費（②×＠

-2.7%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

60,649,000

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

67,062,900

６
評
　
　
価

評価の視点 H29評価 H30評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

法令等により、定期の予防接種は市に義務付けられている。
接種率を向上することで感染症の拡大を予防するとともにこ
どもの健康を維持するため、今後も継続する必要がある。

２ 普通

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ｂ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余地あり

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



平成30年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 子育て世代包括支援センター事業 係　　　　　名 母子保健係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-24-3999

ソフト事業 19

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 子育て世代包括支援センター事業 担
当
部
署

課　　等　　名 健康センター

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標３．健やかで笑顔あふれるまち 款 衛生費

政　策　名 政策08．総合的な子育て支援対策の推進 項

事　業　期　間 開始年度 平成28年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 母子保健法、児童福祉法 総 合 戦 略 と の 関 連 関連あり（評価対象）

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

保健衛生費

施　策　名 施策20．子どもたちの健やかな成長支援 目 母子保健事業費

基本事業名 基本事業20－２．相談体制の充実 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 妊婦、乳幼児（おおむね未就学児）とその母・家庭、発達の相談、支援が必要な親子

手       段
（活動指標）

助産師、看護師、保健師の配置による相談対応。

２
事
業
概
要

事 業 概 要
妊娠・出産・子育て期で、母子保健や育児の総合的な相談支援を行う拠点。助産師・看護師（専任）や保健師（兼任）を置き、
母子保健事業を通じ総合的な相談支援を行う。妊娠期における集い・教室を実施。発達の相談、支援が必要な親子を対象に、幼
児発達支援教室「あそびーば」を実施。

意       図
（成果指標）

子育て中の母や家庭が相談することで、不安感が解消でき安心して子育てできる。妊娠期においては、出産、育児に向けての準備ができる。
幼児発達支援教室では、保護者に関わり方を指導し養育相談に応じることで、保護者の不安軽減を図り、児の健全な発育発達を支援する。

H31年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H28年度 H29年度 H30年度

2,587 86.2%

98.0 97.3 

3,000 

計画

活
動

相談件数 件 1,197 3,005 3,000 

成
果

子育てを楽しいと感じている親の割合(1.6健） ％ 99.3 97.5 99.3% 98.0 

3,804,502 6,960,006 7,547,000 6,930,577 -0.4% 8,404,000

H31年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H28年度 H29年度 H30年度

②県支出金 円 1,248,000 2,289,000 2,511,000 2,241,000 -2.1%

①国庫支出金 円 1,248,000 2,289,000 2,511,000

13,000 13,380 -0.1% 14,000

2,241,000 -2.1% 2,796,000

2,796,000

④その他（使用料、雑入等） 円 8,612 13,397

③地方債 円

1,000 900 820 -18.0% 800

⑤一般財源 円 1,299,890 2,368,609 2,512,000 2,435,197

4,012 円）(Ｂ) 円 4,012,000 4,012,000

2.8% 2,798,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 5 6 6 6 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

6

②年間所要時間 時間 1,000

５
取
組
内
容

　平成30年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

助産師・看護師（専任）や保健師（兼任）、管理栄養士等による妊娠・出産・子育て期で、母子保健や育児の総合的な相談支援を
行った。
具体的には、妊娠期における集いやマタニティヨガ・教室を実施。発達の相談、支援が必要な親子を対象に、幼児発達支援教室「あ
そびーば」を実施。
毎月１回のカンファレンスでは、こども課の子育て支援コーディネーターも参加し、情報の交換、共有を図った。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

3,610,800 3,289,840 -18.0% 3,209,600

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 7,816,502 10,972,006 11,157,800

③人件費（②×＠

-6.9%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

10,220,417

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ｂ Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

目標達成度 １ 高い

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

11,613,600

６
評
　
　
価

評価の視点 H29評価 H30評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

妊娠期から出産そして子育て期まで切れ目のない相談対応を
することが、安心して子育てができるための支援となること
から、事業の継続・拡充が望まれる。

２ 普通

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ｂ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ｂ Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余地あり

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



平成30年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 産婦人科環境整備事業 係　　　　　名 産婦人科クリニック開設準備室

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 24-3999

補助金 20

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 産婦人科環境整備事業 担
当
部
署

課　　等　　名 産婦人科クリニック開設準備室

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標３．健やかで笑顔あふれるまち 款 衛生費

政　策　名 政策08．総合的な子育て支援対策の推進 項

事　業　期　間 開始年度 平成30年度 終了年度 平成30年度 予
算
科
目

根　拠　法　令 根拠法令なし 総 合 戦 略 と の 関 連 関連あり（評価対象）

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

保健衛生費

施　策　名 施策20．子どもたちの健やかな成長支援 目 母子保健事業費

基本事業名 基本事業20－１．母と子の健康づくりの推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載なし

対　   　象 富山労災病院

手       段
（活動指標）

分娩施設の設計や備品購入等に対しての補助

２
事
業
概
要

事 業 概 要 安心して産み育てる事業の一環として、富山労災病院内に分娩施設を整備する。

意       図
（成果指標）

安心して子どもを産み育て、子どもが健やかに成長できるような環境整備し、少子化の鈍化を図る。

H31年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H28年度 H29年度 H30年度

4 

51,000,000 33,056,255 

－ 

計画

活
動

補助件数 回 － 

成
果

補助金額 円 64.8% － 

51,000,000 33,056,255

H31年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H28年度 H29年度 H30年度

②県支出金 円

①国庫支出金 円

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

2,040 2,040

⑤一般財源 円 51,000,000 33,056,255

4,012 円）(Ｂ) 円

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 3 3

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

②年間所要時間 時間

５
取
組
内
容

　平成30年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

分娩環境の整備に関する設計設計業務（修正）
分娩環境の整備に関する協議

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 ２ 検討の余地あり

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 　 Ｂ

8,184,480 8,184,480

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 59,184,480

③人件費（②×＠

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

41,240,735

進め方等の改善が必要

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ｂ Ｂ 突発的要因あるいは目標値の設定見込が甘い

目標達成度 ３ 低い・未実施

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度
６
評
　
　
価

評価の視点 H29評価 H30評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

産科構想の中止に伴い婦人科環境整備を中止とした

１ 高い

Ｂ 事業自体の見直しでなく進め方の改善が必要

コスト効率 ３ 低い

２ 改善の余地あり

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ｂ

１
次
評
価

結果
(課長総括) 　 Ｂ 補助率及び上限額について見直す余地あり

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



平成30年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 産前産後ケア施設整備事業 係　　　　　名 産婦人科クリニック開設準備室

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 24-3999

ハード事業 21

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 産前産後ケア施設整備事業 担
当
部
署

課　　等　　名 産婦人科クリニック開設準備室

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 基本目標３．健やかで笑顔あふれるまち 款 衛生費

政　策　名 政策08．総合的な子育て支援対策の推進 項

事　業　期　間 開始年度 平成30年度 終了年度 平成30年度 予
算
科
目

根　拠　法　令 根拠法令なし 総 合 戦 略 と の 関 連 関連あり（評価対象）

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

保健衛生費

施　策　名 施策20．子どもたちの健やかな成長支援 目 母子保健事業費

基本事業名 基本事業20－１．母と子の健康づくりの推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載なし

対　   　象 産前産後ケア施設の設計委託者

手       段
（活動指標）

産前産後ケア施設の設計や建設、備品購入等

２
事
業
概
要

事 業 概 要
安心して産み育てる事業の一環として、富山労災病院内での分娩施を整備に併せて、妊娠から子育て期に渡り切れ目のない支援
を行う拠点となる施設を整備する。

意       図
（成果指標）

安心して子どもを産み育て、子どもが健やかに成長できるような環境整備し、少子化の鈍化を図る。

H31年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H28年度 H29年度 H30年度

0 0.0%

－ 799,200 

234,000,000 0 0.0% － 

計画

活
動

設計委託 入札回数（建設、備品） 3 

成
果

設計委託金額（変更） 円

建設費、備品購入費

－ 

879,000 799,200 0

H31年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H28年度 H29年度 H30年度

②県支出金 円

①国庫支出金 円

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

2,000 2,360

⑤一般財源 円 879,000 799,200

4,012 円）(Ｂ) 円

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 5 5

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

②年間所要時間 時間

５
取
組
内
容

　平成30年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

産前産後ケア施設の設計（修正）

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 　 Ａ

8,024,000 9,468,320

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 8,903,000

③人件費（②×＠

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

10,267,520

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 　 Ｂ 事業の統合まではいかないが進め方に改善が必要

目標達成度 １ 高い

類似事業の有無 ２ 検討の余地あり

上位施策への貢献度
６
評
　
　
価

評価の視点 H29評価 H30評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

産科構想の中止に伴い（仮称）子育て支援プラザ整備を中止
とした

１ 高い

Ｂ 事業自体の見直しでなく進め方の改善が必要

コスト効率 ３ 低い

２ 改善の余地あり

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 　

１
次
評
価

結果
(課長総括) 　 Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余地あり

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針


